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2022年 5月 26日 

国際決済銀行は中央銀行デジタル通貨に関する 2021年の調査結果を公表 

 
公益財団法人 国際通貨研究所                 

経済調査部 上席研究員 宮川 真一 
 

今月、国際決済銀行（BIS）による中央銀行デジタル通貨（CBDC）に関する通算 4回

目1となる調査結果（調査期間 2021年 10月～12月）2が公表され、世界の中央銀行によ

る CBDC に関わる取り組みは、徐々にではあるが着実に進展していることが改めて確

認された。 
 

今回の調査に回答した 81 カ国の中央銀行のうち 90％が何らかの形で CBDC に関わ

る業務に取り組んでいるとしており、この割合は、2019 年 80％、2020 年 86％と、着実

に増加している（第１図折れ線グラフ）。また、「Wholesale CBDC」（以下、ホールセー

ル型 CDBC）、「Retail CBDC」（以下、リテール型 CBDC）、どちらの取り組みに注力して

いるかとの設問に対しては、ホールセール・リテール型両方との回答が約 6割超と最も

高くなっている（第１図棒グラフ）。 
 

第 1図:世界の中央銀行の CBDCへの取組み 

 
（資料）BIS Paper No125 Graph 1より国際通貨研究所作成 

 

また、CBDCの発行予定については、短中期的な将来（1-6年）に「リテール型 CBDC」

（第 2 図,Retail/Medium term）の発行を考えていると回答した中央銀行は 65％、    

 
1 Bis Paper のほか、2018年 CPMI より発行されたレポート Markets Committee report on CBDC を加える

と、通算 5 回目 
2 https://www.bis.org/publ/bppdf/bispap125.pdf 
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同「ホールセール型 CBDC」（第 2 図,Wholesale/Medium term）は 54％と、何れも過去調

査比増加している。 
 

第 2図:世界の中央銀行の CBDC発行見通し 

 
（資料）BIS Paper No125 Graph 6 

 

各国中央銀行がホールセール型・リテール型 CBDC の発行に取り組む目的は、金融

の安定性、金融政策の実現、金融包摂、決済の効率性や安全性向上など、各国の経済成

長度合い等に応じて様々であるが、特に先進国において、昨年比、金融の安定性を重視

する割合が上昇している。これは、暗号資産の潜在的リスクへの脅威を反映した可能性

があり、ステーブルコインや暗号資産の台頭が先進国の「リテール型 CBDC」の開発動

機を高める要因の一つになっている。 
 

一方、「ホールセール型 CBDC」については予てからクロスボーダー決済の効率化が

高い開発動機になっている。クロスボーダー決済が抱える様々な課題（長く複雑なトラ

ンザクションやシステム稼働時間の制約、送金コスト等）を解決するため、これまで先

進国の中央銀行や国際機関を中心に様々なプロジェクトが共同で進められ、現在は、 

オーストラリア、マレーシア、シンガポール、南アフリカの中央銀行による Project 

Dunbar3や、G20 によるプログラム4等が進行中である。国際決済銀行(BIS)が事務局を務

める決済市場インフラ委員会(CPMI)は、国際通貨基金(IMF)や世界銀行(World Bank)と協

働し、G20 により進行中のプログラムに対し、クロスボーダー決済に関わる課題を解決

するための CBDC のオプションの分析結果について、2022 年 7 月にも報告書を提出す

るとしている。 

今回の調査結果は、リテール型 CBDC の導入検討がホールセール型 CBDC より若干

先行しつつも、デジタル化の潮流が増々加速するなか、各国中央銀行にとっては双方が

数年後に現実的な選択肢になりつつあることを示していると言えるだろう。 

以上 

 
3 https://www.bis.org/about/bisih/topics/cbdc/dunbar.htm 
4 https://www.bis.org/cpmi/cross_border/programme.htm 

https://www.bis.org/publ/bppdf/bispap125.pdf
https://www.bis.org/about/bisih/topics/cbdc/dunbar.htm
https://www.bis.org/cpmi/cross_border/programme.htm
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Appendix#1:国際決済銀行（BIS）中央銀行デジタル通貨に関する調査結果 
 

 
1回目 2回目 3回目 4回目 

Bis Paper No101 Bis Paper No107 Bis Papers No114 Bis Paper No125 

ペーパー発行日 2019年 1月発行 2020年 1月発行 2021年 1月発行 2022年 5月発行 

回答した国 計 63カ国（先進国 22、新興国 41） 計 66カ国（先進 21、新興国 45） 計 65カ国（先進 21、新興国 44） 計 81カ国（先進 25、新興国 56） 

調査時期 2018年 7-12月 2019年 7-12月 2020年 10-12月 2021年 10-12月 

サーベイ内容（質問事項） 

について 

「民間デジタル通貨を利用した決済」に
関する質問 

「現金決済に関する質問」が追加 「コロナ禍の影響に関する質問」が追加 暗号資産とステーブルコインが将来的に
決済手段となる可能性についても質問 

取り組み状況 

 

研究段階 

実験・概念実証 

開発・パイロット版のリリ
ース 

・半分以上の中銀がリテール型及びホー
ルセール型の両方に取り組んでいる。 

・CBDC に取り組んでいない中銀は新興
国に多い。 

・いくつかの中銀は BIS 等による調査に
依存。 

・リテール型及びホールセール型の両方
に取り組む国は減少。 

・パイロット版をリリースするなど、中
銀に発行権限を付与する法改正に至った
中銀は数カ国の新興国にとどまる。 

・依然として多くの中銀は BIS や IMF

等による調査に依存。 

・概念実証やパイロット版リリースの段
階の国が増加。 

・リテール型 CBDC を検討する国が増
加。 

・バハマでリテール型 CBDCが正式リ
リース。他国も続く可能性がある。 

・CBDC の検討を進めている中央銀行が
増加。 

・ホールセール型よりも、リテール型

CBDC のほうが開発作業が進んでいる。 

・多くの中央銀行が、民間セクターとの
連携や相互運用を含む CBDCシステム
を模索している。 

発行の目的（動機） ・現時点では「CBDC とは何かを学習す
ること」こそが動機。 

・新興国の方が先進国よりも発行に向け
た強い動機付けがある。 

・現状の現金決済のあり方がリテール型
CBDC 発行の動機につながっている。 

・ホールセール型 CBDC 発行の動機は
新興国の方が強い。その背景として、そ
れらの国では現状ホールセールかつリア
ルタイムの決済システムが存在していな
いことが挙げられる。 

・動機の強弱は一国の決済システムの開
発レベルや金融包摂の度合等による。 

・「クロスボーダー決済の効率性向上」
という目的においてはホールセール型
CBDC の方が強い。 

・CBDC の種類や研究の進捗度に応じて
目的の優先度も異なっている。 

・先進国では金融の安定化がリテール型

CBDC 検討の動機となっている。 

・グロスボーダー決済の効率化が、ホー
ルセール型 CBDC の高い開発動機にな
っている。 

中央銀行の発行権限 ・発行権限が法的に不明確な国が多い。 

・地域や経済規模差による違いは見られ
ない。 

・発行権限が法的に不明確な国が依然と
して多い（CBDC発行予定がないことが
要因の 1つ）。 

・発行権限が法的に不明確な国が依然と
して多い（パイロット版開発の段階に至
っておらず、明示できないことが挙げら
れる）。 

・CBDC を発行する法的権限を持つ中央
銀行の割合が、昨年の 18％→26％に増
加。 

実現可能性 

短期的（3年以内の発行） 

中期的（6年以内の発行） 

・短期的にはリテール型及びホールセー
ル型 CBDC のどちらも発行する可能性
は低いが、中期的にはその可能性は高ま
る。 

・全体として CBDC 発行の可能性がわ
ずかに高まった。 

・新興国は短期的にリテール型 CBDC

を発行する「可能性が高い／ある」。 

・先進国は中期的にホールセール型
CBDC を発行する「可能性が低い」。 

・依然として大半の国が発行しないこと
を示す一方で、発行の可能性を示す国も
増加。CBDC の継続的な研究開発、コロ
ナ禍におけるデジタル決済の促進、グロ
ーバル・ステーブルコインの可能性向上
等の要因から、発行に向けた検討が促進
された可能性がある。 

・リテール型 CBDC の発行を中期的に
検討している中央銀行の割合は、昨年の

58％→65％に増加。 

・ホールセール型 CBDC の発行可能性
は、短期、中期とも、リテール型 CBDC

よりも相対的に低い。 

（図表）BIS Paper より国際通貨研究所作成

https://www.bis.org/publ/bppdf/bispap101.pdf
https://www.bis.org/publ/bppdf/bispap107.pdf
https://www.bis.org/publ/bppdf/bispap114.pdf
https://www.bis.org/publ/bppdf/bispap125.pdf
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